
第１表  歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

  6 繰入金 129,512 △545 128,967

  1 一般会計繰入金 129,512 △545 128,967

  7 繰越金 20,000 24,862 44,862

  1 繰越金 20,000 24,862 44,862

歳               入               合               計 550,455 24,317 574,772

－ 2 － 下水道事業特別会計



－ 3 －

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

  1 総務費 45,182 △545 44,637

  1 総務管理費 45,182 △545 44,637

 10 予備費 4,488 24,862 29,350

  1 予備費 4,488 24,862 29,350

歳               出               合               計 550,455 24,317 574,772

下水道事業特別会計



歳入歳出補正予算事項別明細書

１  総　括
歳　入 (単位：千円)

款 補正前の額 補正額 計

  6 繰入金 129,512 △545 128,967

  7 繰越金 20,000 24,862 44,862

      歳          入          合          計 550,455 24,317 574,772

－ 4 － 下水道事業特別会計



－ 5 －

歳　出 (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  1 総務費 45,182 △545 44,637 0 0 △545 0

 10 予備費 4,488 24,862 29,350 0 0 0 24,862

 歳     出     合     計 550,455 24,317 574,772 0 0 △545 24,862

下水道事業特別会計

一 般 財 源



２　　歳　入

(款)   6 繰入金 (項)   1 一般会計繰入金 (単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1 一般会計繰入金 129,512 △545 128,967   1 一般会計繰入金 △545 一般会計繰入金                                          

　　 　　計 129,512 △545 128,967

(款)   7 繰越金 (項)   1 繰越金

  1 繰越金 20,000 24,862 44,862   1 前年度繰越金 24,862 前年度繰越金                                            

　　 　　計 20,000 24,862 44,862

下水道事業特別会計

－ 6 －

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



－ 7 －

３　　歳　出

(款)   1 総務費 (項)   1 総務管理費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 45,182 △545 44,637 △545   2 給料 △321 ◎　下水道事業担当職員人件費               △545

  3 職員手当等 △270   2 給料                                   △321

  4 共済費 46 　　・一般職給料                           △321

  3 職員手当等                             △270

　　・扶養手当                             △118

　　・通勤手当                                38

　　・一般職退職手当組合負担金             △190

  4 共済費                                    46

　　・一般職共済組合負担金追加費用            46

　　計 45,182 △545 44,637 △545

(款)  10 予備費 (項)   1 予備費

  1 予備費 4,488 24,862 29,350 24,862

　　計 4,488 24,862 29,350 24,862

下水道事業特別会計

節

一般財源



１特別職 （単位：千円）

報酬 給料 期末手当 退職手当負担金 計
長等 0
議員 0
その他の特別職 0
計 0 0 0 0 0 0 0
長等 0
議員 0
その他の特別職 0

計 0 0 0 0 0 0 0
長等 0
議員 0
その他の特別職 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0

２一般職
（１）総括 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
（ ）

4 15,318 11,907 27,225 5,103
（ ）

4 15,639 12,177 27,816 5,057
（ ）

0 △ 321 △ 270 △ 591 46

区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 小計 備考
補 正 後 566 0 6,210 158 1,124 594 0 3,255 0 11,907
補 正 前 684 0 6,210 120 1,124 594 0 3,445 0 12,177
比 較 △ 118 0 0 38 0 0 0 △ 190 0 △ 270

下水道事業特別会計
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比 較
△ 545

職員手当等の内訳

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。
備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

備 考

補 正 後
32,328

補 正 前
32,873

区　　　　分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計

比 較

0
0
0
0

補正後

0
0
0
0

補正前

0
0
0
0

給 与 費 明 細 書

区 分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額
給与改定の状況
改定率　　　　
実施時期

職員数の異動状況
区分 在職数

補正後 4
補正前 4
増減 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
退職手当組合負担金 0

扶養手当 △ 118
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 38
時間外勤務手当 0
住居手当 0
退職手当組合負担金 △ 190

下水道事業特別会計

職
員
手
当

△ 270

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 △ 270 職員構成等によるもの
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（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

給
料

△ 321

給与改定に伴う増減分 0

昇給昇格等に伴う増加分 0

その他の増減分 △ 321 職員構成等によるもの



（３）給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）
区分 補正後 補正前

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 178,200 178,200
306,650 42.25 高校卒 150,500 150,500
322,450 44.00

ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 ６級
５級 ５級
４級 1 1 ４級
３級 3 3 ３級
２級 ２級
１級 １級
計 4 0 4 0

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.075 2.225 4.30
2.075 2.225 4.30
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同

下水道事業特別会計
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区分
国の制度との

異同
差異の内容

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退
職特例・在職
期間調整

勤勉 手当 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 加算措置等

0人
補 正 後
補 正 前

国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

区分
支給期別支給率（月分） 支給率 支給対象職員数

0%

補佐・室長・主幹
係長・統括主査
主査
主任主事
主　　事

課長・次長・局長・参事

区分
行政職 労務職

補 正 後
補 正 前

区分
補正後 補正前

区分 行政職


